一般廃棄物収集運搬業許可の申請について（提出書類一覧表）
1． 提出書類

1 一般廃棄物収集運搬業許可申請書　（別記様式第１号）
2 事業計画の概要を記載した書類（別紙１）
・浄化槽汚泥、雑排水汚泥の処分先については、許可書等の写しを添付すること
3 事業の用に供する施設の付近の見取り図（案内図、住宅地図の写し可）
4 事業の用に供する施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

5 施設を使用する権限を有することを証する書類（使用貸借等の締結をしている場合）
6 使用する車両、作業器具の種類及び数量　（別紙２）
　　・車検上の使用者が申請者と異なる場合には、賃貸借契約書の写しが必要
7  使用する車両の斜前後の写真、車検証の写し、作業器具の写真（該当する場合）
8  役員及び従業員名簿　（別紙３）

9 誓約書　（別紙４）

10 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターの主催する｢産業廃棄物の収集・運搬過程｣または、一般財団法人日本環境衛生センターの主催する「一般廃棄物実務管理者講習」の修了証の写し 

11 申請者が法人である場合
・定款の写し及び登記事項証明書（土地・建物も含む）
・貸借対照表、損益計算書（直前１年）

・納税証明書（直前１年の法人市町村民税）
申請者が個人の場合
・資産に関する調書（名寄帳等）

・納税証明書（直前１年の市町村民税）
12  一般廃棄物処理業従業員証(再)交付申請書　（別記様式第１０号）
・住民票（抄本）又は運転免許証の写し（表・裏）
・従業員の写真（縦２．５㎝×横２㎝　背景が無地）二枚

13 身分証明書（代表者）
2． 受付期間
有効期間の満了の日の３０日前まで（所管課にて受付期間を別途指定）
　
3． その他
　　　　　　　更新にあたり、許可書の交付手数料５，０００円、従業員証交付手数料１，０００円（一人当たり）

がかかります。

提出書類の記入方法等
１　一般廃棄物収集運搬業許可申請書　（別記様式第１号）
・法人登記されていない方は、個人での申請となります。

・事業の範囲欄には、許可を受けた際に記載した内容を記入してください。

例）一般廃棄物（し尿を除く）、一般廃棄物（ごみ）、一般廃棄物（木くず）、可燃ごみ、不
燃ごみ、資源ごみ、廃家電等などになります。

・事業の用に供する施設とは、営業所、収集車両専用の駐車場等を記入してください。

・積替え及び保管は認めていません。

２　施設を使用する権限を有することを証する書類（該当する場合）
・賃借契約書の写し、貸出人の所有権確認のための登記簿謄本等

３　使用する車両写真、車検証の写し、作業器具の写真（該当する場合）
・車両については、館林市において収集運搬で使用する見込みのある車両全てを記入し、車
両の写真、車検証の写しを添付してください。

・写真は斜め前、斜め後ろから写したもので登録番号、車体がはっきり確認できるものを使
用してください。

・車検証は有効期限の満了する日を確認ください。期限の切れた車両は登録できません。

４　役員及び従業員名簿　（別紙３）

・従業員は、ごみに携わる者全てについて記入してください。

５　誓約書（別紙４）

・代表者及び登記された役員（監査役等含む）のみならず、代表権を有する営業所長等につ
いても全てを記入ください。

６　講習会の修了証の写し（法人にあっては代表者または従業員）  

７　定款の写し及び登記事項証明

・法人の場合定款及び登記事項証明に「一般廃棄物の収集運搬」を業務とすることを定めて
ください。

８　住民票又は運転免許証の写し（表・裏）、納税証明書
　 ・住民票又は運転免許証の写し（表・裏）は従業員証を発行する方のみ提出　

　・納税証明書は直前１年の納付すべき額及び納付済額を証する書類です。
　 ９　 身分証明書（代表者）については、本籍地のある市町村役場で取得できます。
